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大阪市

大阪市では、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた協議の場
の設置をめざしながら、平成30年度より、地域移行支援に繋げるための支援として
「地域生活移行推進事業」の拡充及び地域移行支援事業者の支援時の交通費の支給を
し、長期入院者の退院を促進しています。

地域移行支援に繋げる支援の取組

～地域生活移行推進事業～について

第１回 アドバイザー・都道府県等担当者合同会議「事前課題」シート
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大阪市

１ 県又は政令市の基礎情報
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取組内容
【人材育成の取り組み】
・ピアサポーター養成講座、交流会の実施
・関係機関職員への研修
【精神障がい者の地域移行の取り組み】
・地域移行支援に向けた入院患者に対する個別支援の充実
・ピアサポーターによる啓発講座（地域交流会）
・精神科病院への啓発
【地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組み】
・保健・医療・福祉関係者による協議の場の構築に向けた検討

基本情報（都道府県等情報）
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精神障害にも対応した地域包括ケアシステム
の構築に向けた保健・医療・福祉関係者によ
る協議の場の設置状況（Ｒ１年５月時点）
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（自立支援）協議会の開催頻度（H30年度）
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（自立支援）協議会の開催頻度
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市町村

退院率（H２９年新精神保健福祉資料より）

障害保健福祉圏域数（Ｒ１年５月時点）

市町村数（Ｒ１年５月時点）

人口（Ｒ１年５月時点）

精神科病院の数（H３１年４月時点）

人
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3,475 人

精神科病床数（H３１年４月時点）

入院精神障害者数
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保健所数（Ｒ１年５月時点）

相談支援事業所数
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うち６５歳未満

うち６５歳以上

合計

特定相談支援事業所数

入院後３か月時点

入院後６か月時点

入院後１年時点

基幹相談支援センター数

161

23

97.0

96.0

16.7

か所

％

人

％

人

％

人

床

病院

人



3

2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

大阪市

本人・家族

こころの健康センター
区保健福祉センター

精神科病院

市関係部署

地域包括支援センター

介護、高齢

区障がい者基幹
相談支援センター

地域活動支援センター
（生活支援型）

家族教室

ピア活動

精神科診療所
訪問看護・デイケア

在宅支援事業所

福祉サービスの
利用援助・相談

福祉サービス
の提供

医療の継続

都
道
府
県

連携

相談
社会復帰支援
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大阪市

３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

平成１４年度 大阪市精神障がい者地域生活移行支援事業開始
精神科病院からの推薦があり退院を希望する精神障がい者に対して、こころの健康センター
が実施する選定会議で対象者を決定し自立支援員（大阪市が委嘱した精神障がい者地域生活
支援センター）が退院促進を支援する。

平成１５年度 精神障がい者退院促進事業が国庫補助対象事業となる
平成２０年度 精神障がい者地域移行支援特別対策事業により、次の取り組みを開始

○地域体制整備コーディネーターの配置（平成２４年度で終了）
・入院者の退院意欲の醸成等の働きかけ
・精神科病院との連携
・地域の支援機関との関係構築

○ピアサポート事業
・ピアサポーターの養成
・ピアサポーターによる啓発活動

○体験宿泊事業（平成２４年度で終了）
・退院促進支援利用者が退院にむけて地域のグループホーム等で宿泊体験を行う

平成２５年度 障害者総合支援法制定により
○精神科病院からの相談窓口を区精神保健福祉相談員とし現行体制に変更
○こころの健康センターが区精神保健福祉相談員への技術支援、ピアサポーターの養成、
ピアサポーター活動の拡充、精神科病院への啓発を実施する。

平成３０年度 保健・医療・福祉関係者による協議の場の構築に向けた検討
地域生活移行推進事業（大阪市独自事業）開始
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大阪市

４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に資する取組の成果・効果

＜平成30年度までの成果・効果＞

課題解決の達成度を測る指標 目標値
（H30年度当初）

実績値
（H30年度
末）

具体的な成果・効果

①地域生活移行推進事業利用者数（実人数） １０人 ９人 地域移行支援利用者は９人中４人
他は現在支援継続中

②地域包括ケアシステムの構築に向けた協議
の場の設置

設置 未設置 学識経験者や地域活動支援センターの
地域移行支援員から意見聴取
市関係部局との調整

③ピアサポーターの育成と活動支援
ー ７人

地域生活移行推進事業や各区の家族教
室・講座において、当事者の立場でピア
サポート・啓発を実施
ピアサポーター交流会の実施
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大阪市

５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組における強みと課題

【特徴（強み）】
・精神障がい者を支援する専門機関や事業所などの社会資源がある。
・身近な区役所で家族支援や精神障がい者の医療相談や社会復帰に向けた相談を行っている。
・大阪府と円滑な連携体制がある。

課題解決の達成度を測る指標 現状値
（今年度当初）

目標値
（令和元年度末）

見込んでいる成果・効果

①地域生活移行推進事業利用者数 前年度からの継続者
４人

新規利用者
１０人

地域移行支援に繋げる

②保健・医療・福祉関係者による協
議の場の設置 調整中 調整中

保健所圏域（市レベル）での設置

課題 課題解決に向けた取組方針 課題・方針に対する視点別の認識（取組）

・地域移行支援に繋げる支援に対する
マンパワーが不足している

・精神科病院の多くが遠隔地にあるた
め、地域移行支援を実施する事業者の
負担が大きい

・退院可能な長期入院者に対して、地域移行支援
に繋げるまでの個別支援を行う（委託事業：地域
生活移行推進事業）

・支援者と共にピアサポーターも当事者の視点か
ら個別支援を行う
・支援者の交通費（実費）の補助を行う

行政側
事業の啓発・対象者の選定や調整、
交通費の補助

医療側 対象者の推薦・事業への協力

事業者側 事業の実施

関係機関・住民等

保健・医療・福祉関係者による協議の
場の設置

・市関係部局と協議の上、設置する

行政側

医療側

事業者側

関係機関・住民等
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大阪市

６
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
今年度の取組スケジュール

時期（月） 実施する項目 実施する内容

４月～３月

９月、３月

４月～３月

５月～

退院に向けた意欲の喚起・地域移行
支援に向けた取組

安定した地域生活の基盤づくり

地域包括ケアシステムの構築の場の
設置

・地域生活移行推進事業の実施
・ピアサポーターによる院内啓発
・地域生活移行支援事業検討会議の開催

・相談窓口への研修、技術支援
・関係機関職員への研修
・ピアサポーター養成講座（８回）
・ピアサポーター交流会（４回）
・ピアサポーターによる市民への啓発
・ピアサポーターによる地域交流会（１回）

・市関係部局と協議


